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６．JAグループ・全農が取り組むコスト低減・生産性向上対策②

〇物流効率化による「運べないリスク」への対応
（１）貨車・船舶を利用したモーダルシフトの推進によ

る⾧距離輸送への対応や、全農統一フレコンの導入
により手荷役作業を削減（画像①②）

（２）輸送車両変更の起点となる中継拠点の整備による
2024年問題に対応した⾧距離輸送、広域集出荷施
設の整備によるJA間での共同輸送による物流効率化
を実践（画像③④）

〇労働力不足に対する対応
（１）パートナー企業との連携や農福連携を通じて、収

穫作業や出荷調整など繁忙期に必要な人材を確保
し農作業を請け負う仕組みを全国に展開（画像①
②）

（２）研究機関や農機メーカーなどと連携し、作業機や
収穫機などを活用した機械化栽培体系を全国に普
及・展開（画像③④）
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７．全農が取り組む理解醸成活動

〇消費者向けメッセージの発信（R６年11月～）
生産コストに見合った適正な価格の実現にむけて消費者
へ「国産を選んで、持続可能な価格を考えることが未来
に繋がる」というキーメッセージを発信

① ②

③ ④

〇「適正価格への理解醸成」・「消費拡大」活動の全国展開
適正価格の実現に向けた広報活動について、各地イベントや
広告掲載等により、全国で実施（画像①②）
また、国産農畜産物の消費拡大については、各事業・各都府
県単位で様々な媒体や企画により展開（画像③④）

全農は消費者の適正な価格形成への理解醸成と、
国産農畜産物の消費拡大につながる広報活動にも取り組んでいます






